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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発信者側端末及び受信者側端末と通信するＳＩＰ（Ｓｅｓｓｉｏｎ　Ｉｎｉｔｉａｔｉ
ｏｎ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）サーバを備えたＩＰネットワークシステムであって、
　前記発信者側端末は、前記ＳＩＰサーバに対して、ＳＩＰ呼制御信号を送信し、
　該ＳＩＰサーバは、前記発信者側端末を前記ＳＩＰ呼制御信号に設定された受信者側端
末と関連づけて記憶し、該受信者側端末を所定の期間監視し、該所定の期間内に該受信者
側端末から登録要求信号を受信した場合には、前記発信者側端末に転送要求信号を送信し
、
　該発信者側端末は、ＳＩＰ呼制御信号を前記ＳＩＰサーバに送信し、
　該ＳＩＰサーバは、前記受信者側端末に該ＳＩＰ呼制御信号を転送し、
　前記発信者側及び受信者側端末は、両端末間の通信を開始することを特徴とするＩＰネ
ットワークシステム。
【請求項２】
　前記ＳＩＰサーバが前記発信者側端末に対して転送要求信号を送信した際、又は、前記
発信者側及び受信者側端末が、両端末間の通信を開始した際に、前記監視を終了すること
を特徴とする請求項１に記載のＩＰネットワークシステム。
【請求項３】
　発信者側端末及び受信者側端末と通信するＳＩＰ（Ｓｅｓｓｉｏｎ　Ｉｎｉｔｉａｔｉ
ｏｎ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）サーバであって、
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　発信者側端末からＳＩＰ呼制御信号を受信した際に、該発信者側端末を前記ＳＩＰ呼制
御信号に設定された受信者側端末と関連づけて記憶する記憶手段と、
　受信者側端末から登録要求信号を受信した際に、前記記憶手段から該受信者側端末に対
応する発信者側端末を検索し、前記発信者側端末に対して転送要求信号を送信するオート
リダイヤル手段と、
　前記ＳＩＰ呼制御信号に設定された監視期間を計時する計時手段とを備えることを特徴
とするＳＩＰサーバ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＩＰネットワークシステム及びＳＩＰサーバに関し、特に、プレゼンスサー
バを使用せずに、プレゼンス機能と同等の機能を、サーバにかかる負荷を軽減しながら、
設備コストの高騰を招かずに実現したＩＰネットワークシステム及びＳＩＰサーバに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＩＰネットワークシステムを利用したＩＰ電話を使用する際、相手側が会議や話
し中等により、無駄な電話を幾度となくかける必要があった。このような問題を解決する
ため、電話をかける相手の状態を、電話をかけなくても判断することができるプレゼンス
機能が提案されている。
【０００３】
　従来のプレゼンス機能は、ＩＰ網とＳＩＰ（Ｓｅｓｓｉｏｎ　Ｉｎｉｔｉａｔｉｏｎ　
Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）端末との間にプレゼンスサーバを設置して実現する方式が一般的であ
る。プレゼンスサーバを設置することにより、発信者側ＳＩＰ端末情報や、受信者側ＳＩ
Ｐ端末情報の管理を一元化することが可能になり、発信者側端末は、プレゼンス情報をＳ
ＩＰのサブスクリプション機能を使用してプレゼンスサーバから取得していた（例えば、
特許文献１参照）。
【０００４】
　プレゼンス情報を取得するためには、図１０に示すように、プレゼンス情報を取得する
エンドポイントとなる発信者側ＳＩＰ端末１１（以下、適宜「発信者側端末１１、端末１
１」という）は、ＳＵＢＳＣＲＩＢＥ１０１をプレゼンスサーバ２０に対して送信し、Ｎ
ＯＴＩＦＹ１０３、１０７によりプレゼンス情報を取得する。
【０００５】
　ＳＵＢＳＣＲＩＢＥ１０１では、プレゼンス情報の取得期間の指定も行うため、一定期
間以上プレゼンス情報を取得する場合には、発信者側端末１１は、一定周期でＳＵＢＳＣ
ＲＩＢＥ１０１を送信することとなる。
【０００６】
　プレゼンス情報を提供する側のエンドポイントである受信者側ＳＩＰ端末１２（以下、
適宜「受信者側端末１２、端末１２」という）は、自身のプレゼンス情報を更新する毎に
、プレゼンスサーバ２０に対してＰＵＢＬＩＳＨ１０５を送信する。ＰＵＢＬＩＳＨ１０
５を受信したプレゼンスサーバ２０は、受信者側端末１２に対応する発信者側端末１１に
対して、プレゼンス情報を通知するためにＮＯＴＩＦＹ１０７を送信する。
【０００７】
　また、端末１１の他にも端末１２に対する発信者側となるエンドポイントが存在する場
合には、そのエンドポイントに対してもＮＯＴＩＦＹを送信し、プレゼンス情報を通知す
る。ＳＩＰ端末１３も、ＳＩＰ端末１２に対応する発信者側端末であり、ＮＯＴＩＦＹ１
０９によりプレゼンス情報の通知を受ける。
【０００８】
　しかし、上記従来のＩＰネットワークシステムにおいては、発信者数の増加によるＩＰ
ネットワークシステムの規模の拡大化により、ＮＯＴＩＦＹ及びＳＵＢＳＣＲＩＢＥの送
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信数が増加し、システムにかかる負荷が増大するという問題があった。
【０００９】
　そこで、上記問題点を解決するため、例えば、特許文献２には、ＳＩＰ呼制御手順によ
り、相手端末から返送されるリダイヤル情報を用いてリダイヤルを行い、無駄なリダイヤ
ルを少なくして通信成功確率を高めるため、発信者側端末において、ＳＩＰ呼制御部がＳ
ＩＰを使用した呼制御手順により受信者側端末に発呼し、ＳＩＰ呼制御手順信号であるＩ
ＮＶＩＴＥコマンドを送信し、受信者側端末において、上記ＩＮＶＩＴＥコマンドが着信
した時にビジーであれば、ビジーであることを示すレスポンスとしてステータスコード（
Ｂｕｓｙ　Ｈｅｒｅ）を返送し、さらに、発信者側端末のリダイヤル制御部によって、上
記ステータスコードに含まれるＲｅｔｒｙ－Ａｆｔｅｒというリダイヤル情報に従い、１
２０秒後に受信者側端末にリダイヤルする通信端末装置等が提案されている。
【００１０】
【特許文献１】特開２００５－３９５０７号公報
【特許文献２】特開２００４－１１２１８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかし、上記従来の通信端末装置等においては、従来のプレゼンス機能と同等のオート
リダイヤル機能を実現するために、頻繁に信号を授受するため、ＳＩＰサーバにかかる負
荷が増大するとともに、端末に独自の機能を持たせているため、既存のＩＰネットワーク
システムに適応させるには、このオートリダイヤル機能を使用するすべての端末の機能を
改修する必要があり、設備コストが高騰するという問題があった。
【００１２】
　そこで、本発明は、上記従来の通信端末装置等における問題点に鑑みてなされたもので
あって、従来のプレゼンス機能と同等のオートリダイヤル機能を実現するにあたって、Ｓ
ＩＰサーバにかかる負荷を軽減することができるとともに、ＳＩＰ端末を含む既存のＩＰ
ネットワークシステムにそのまま適応可能で、設備コストの増加を招くこともないＩＰネ
ットワークシステム及びＳＩＰサーバを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するため、本発明は、発信者側端末及び受信者側端末と通信するＳＩＰ
サーバを備えたＩＰネットワークシステムであって、前記発信者側端末は、前記ＳＩＰサ
ーバに対して、ＳＩＰ呼制御信号を送信し、該ＳＩＰサーバは、前記発信者側端末を前記
ＳＩＰ呼制御信号に設定された受信者側端末と関連づけて記憶し、該受信者側端末を所定
の期間監視し、該所定の期間内に該受信者側端末から登録要求信号を受信した場合には、
前記発信者側端末に転送要求信号を送信し、該発信者側端末は、ＳＩＰ呼制御信号を前記
ＳＩＰサーバに送信し、該ＳＩＰサーバは、前記受信者側端末に該ＳＩＰ呼制御信号を転
送し、前記発信者側及び受信者側端末は、両端末間の通信を開始することを特徴とする。
【００１４】
　そして、本発明によれば、従来のプレゼンス機能と同等のオートリダイヤル機能を実現
するために使用する信号数を低減することができるため、サーバにかかる負荷を軽減する
ことができる。また、ＳＩＰ端末に特別な改修を行っておらず、本発明にかかるＳＩＰサ
ーバを既存のＩＰネットワークシステムに導入することができるので、設備コストの増加
を招くこともない。
【００１５】
　前記ＩＰネットワークシステムにおいて、前記ＳＩＰサーバが前記発信者側端末に対し
て転送要求信号を送信した際、又は、前記発信者側及び受信者側端末が、両端末間の通信
を開始した際に、前記監視を終了することができる。これにより、前記発信者側端末と受
信者側端末との通信成功後から前記監視期間満了までの間の監視を不要とし、前記ＳＩＰ
サーバに対する負荷を軽減することができる。
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【００１６】
　また、本発明は、発信者側端末及び受信者側端末と通信するＳＩＰサーバであって、発
信者側端末からＳＩＰ呼制御信号を受信した際に、該発信者側端末を前記ＳＩＰ呼制御信
号に設定された受信者側端末と関連づけて記憶する記憶手段と、受信者側端末から登録要
求信号を受信した際に、前記記憶手段から該受信者側端末に対応する発信者側端末を検索
し、前記発信者側端末に対して転送要求信号を送信するオートリダイヤル手段と、前記Ｓ
ＩＰ呼制御信号に設定された監視期間を計時する計時手段とを備えることを特徴とする。
【００１７】
　そして、本発明によれば、上述のように、前記オートリダイヤル機能を実現するために
使用する信号数を低減することができるため、サーバにかかる負荷を軽減することができ
る。また、ＳＩＰ端末に特別な改修を行っておらず、本発明にかかるＳＩＰサーバを既存
のＩＰネットワークシステムに導入することができるので、設備コストの増加を招くこと
もない。
【発明の効果】
【００１８】
　以上のように、本発明にかかるＳＩＰサーバを搭載したＩＰネットワークシステムは、
従来のプレゼンス機能と同等のオートダイヤル機能を実現するために使用する信号数を低
減することができるため、サーバにかかる負荷を軽減することができる。また、ＳＩＰ端
末に特別な改修を行っておらず、本発明にかかるＳＩＰサーバを既存のＩＰネットワーク
システムに導入することができるので、設備コストの増加を招くこともない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　次に、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００２０】
　図１は、本発明にかかるＳＩＰサーバを備えるＩＰネットワークシステムの一実施の形
態を示し、このＩＰネットワークシステムは、第１のＳＩＰサーバ１（以下、適宜「サー
バ１」という）と、第２のＳＩＰサーバ２（以下、適宜「サーバ２」という）と、ＳＩＰ
端末１１、１２、１３（以下、適宜「端末１１、１２、１３」という）とで構成され、本
実施の形態では、ＳＩＰ端末１１、１３を発信者側端末、ＳＩＰ端末１２を受信者側端末
とする。
【００２１】
　サーバ１は、本発明にかかるものであり、図３に示すように、ＳＩＰ端末リスト２１と
、リダイヤル機能２２と、タイマ制御機能２３とを備え、呼接続のシグナリングを経由さ
せる位置に設置される。また、ＳＩＰ端末リスト２１は、図４に示すように、発信者側端
末情報及び受信者側端末情報を、各々、発信者側端末を表す識別子と受信者側端末を表す
識別子とに置き換えて管理する。
【００２２】
　サーバ２は、従来の機能を持つＳＩＰサーバであり、プロキシサーバ、登録サーバ、ロ
ケーションサーバ等の機能を有する。
【００２３】
　端末１１～１３は、ＳＩＰ　ＵＡ（ＳＩＰユーザーエージェント）としての機能を持つ
エンドポイントである。
【００２４】
　尚、サーバ１及びサーバ２は、各々１機ずつ設けてもよいし、サーバ１を１機、サーバ
２をＮ機設けてもよく、逆に、サーバ１をＮ機、サーバ２を１機設けるように構成しても
よい。
【００２５】
　次に、本発明にかかるＩＰネットワークシステムの動作について、図面を参照しながら
説明する。尚、サーバ１は、端末の登録サーバとしての役割も兼ねている。
【００２６】
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　図２に示すように、端末１１は、ＩＮＶＩＴＥ（ＳＩＰ呼制御信号）１１１を端末１２
に送信する。しかし、端末１２は、まだＩＰネットワークシステム（以下、適宜「システ
ム」という）に対してＲＥＧＩＳＴＥＲ（登録要求信号）を送信しておらず、エンドポイ
ントの状態は未ＲＥＧＩＳＴＥＲであるため、ＩＮＶＩＴＥ１１１を受信することができ
ない。
【００２７】
　そこで、端末１１は、図５に示すように、ＩＮＶＩＴＥ１１１に端末１２の監視期間（
３６００秒）及び受信者側端末１２の情報を設定してサーバ１に送信する。尚、監視期間
を３６００秒と設定したのは、一例であって、３６００秒未満又は以上でもよい。
【００２８】
　図２に示すように、ＩＮＶＩＴＥ１１１を受信したサーバ１は、このＩＮＶＩＴＥ１１
１を受信した時点で、既に端末１２からＲＥＧＩＳＴＥＲを受信している場合には、従来
のＳＩＰサーバと同様の制御でＩＮＶＩＴＥ１１１を端末１２に送信し、後述の通信接続
を行う。
【００２９】
　逆に、端末１２からＲＥＧＩＳＴＥＲを受信していない場合には、図６に示すように、
リダイヤル機能２２に対してオートリダイヤルを登録する。具体的には、ＳＩＰサーバ機
能２４により、リダイヤル機能２２に対して登録通知１５３を送信し、リダイヤル機能２
２により、登録通知に設定された端末１１の情報及び端末１２の情報を各々対応するよう
にＳＩＰ端末リスト２１に登録する。
【００３０】
　そして、リダイヤル機能２２は、タイマ制御機能２３に対して、ＩＮＶＩＴＥ１１１に
設定された監視期間の登録１５５を行う。ＳＩＰサーバ機能２４は、タイマ制御機能２３
に登録された監視期間に基づいて端末１２の監視を開始する。尚、監視を行うにあたって
は、例えば、端末１２に対してダイアログ内のメッセージを定期的に送信するキープアラ
イブ方式を用いることができる。
【００３１】
　図２に示すように、監視期間満了前に、サーバ１が端末１２からＲＥＧＩＳＴＥＲ１１
７を受信した場合には、サーバ１は、端末１２に対して２００レスポンス１２０を返信し
、ＳＩＰサーバ機能２４は、図７に示すように、リダイヤル機能２２に対して、端末１２
の登録成功通知１４０を送信する。
【００３２】
　登録成功通知１４０を受信後、リダイヤル機能２２は、ＳＩＰ端末リスト２１内にＲＥ
ＧＩＳＴＥＲを送信した端末１２に対応する発信者側端末１１を検索し、ＳＩＰサーバ機
能２４に対して発呼指示１４１を送信し、ＳＩＰサーバ機能２４は、端末１１に対して再
接続を指示するＲＥＦＥＲ１２１を送信する。その後は、図２に示すように、従来のＳＩ
Ｐの制御を使用し、ＲＥＦＥＲ１２２を受信した端末１１は、ＲＥＦＥＲ１２２で指定さ
れた端末１２の識別に基づいてＩＮＶＩＴＥ１２５を送信して通信を開始する。これと同
時に、サーバ１内のタイマ制御機能２３は、ＩＮＶＩＴＥ１１１に設定された監視期間を
解除し、サーバ１は監視を終了する。
【００３３】
　尚、本実施の形態では、監視を終了する時期を、端末１１がオートリダイヤルに成功し
た時としたが、これは一例であって、サーバ１が端末１１に対してＲＥＦＥＲ１２１を送
信する時点で監視を解除してもよい。
【００３４】
　また、端末１３についても、端末１１と同様の動作によって、端末１２に対してオート
リダイヤル機能を実現することができる。
【００３５】
　次に、本発明にかかるＩＰネットワークシステムの他の実施の形態について、図面を参
照しながら説明する。
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【００３６】
　図８に示すように、本発明にかかるＩＰネットワークシステムは、図１に示す上記実施
の形態からサーバ２を除いた構成であって、ＳＩＰサーバ３１（以下、適宜「サーバ３１
」という）と、端末１１～１３とで構成される。尚、端末１１、１２、１３は、上記実施
の形態における端末１１～１３と同じ構成であるため、詳細な説明は省略する。
【００３７】
　サーバ３１は、上記実施の形態におけるサーバ１及びサーバ２の両機能を併せ持つもの
であって、上記サーバ１のＳＩＰサーバ機能２４に新たにサーバ２の機能が追加された構
成である。この構成により、従来のＩＰシステムに、プレゼンスサーバの代わりに、本発
明にかかるＳＩＰサーバを１機設けるだけで、従来のプレゼンス機能と同等の機能を実現
することができる。
【００３８】
　尚、詳細な説明を省略したが、端末１３についても、端末１１と同様の動作によって、
端末１２に対してオートリダイヤル機能を実現することが可能である。また、本実施の形
態では、発信者側端末（端末１１）及び受信者側端末（端末１２）を各々１機ずつとした
が、これは、あくまで一例であって、勿論各々２機以上ずつ設けてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明にかかるＳＩＰサーバ（第１のＳＩＰサーバ）を設置したＩＰネットワー
クの一実施形態を示すブロック図である。
【図２】本発明にかかるＳＩＰサーバによってオートリダイヤル機能を実現した場合の一
例を示すシーケンス図である。
【図３】本発明にかかるＳＩＰサーバの構成の一例を示すブロック図である。
【図４】本発明にかかるＳＩＰサーバで使用するＳＩＰ端末リストを示す図である。
【図５】本発明にかかるＳＩＰサーバにより、発信者側から送信する呼制御信号（ＩＮＶ
ＩＴＥ）の一例を示す図である。
【図６】本発明にかかるＳＩＰサーバにより、発信者側からの監視の登録を行った場合の
一例を示すシーケンス図である。
【図７】本発明にかかるＳＩＰサーバにより、発信者側に対して発呼を指示した場合を示
すシーケンス図である。
【図８】本発明にかかるＳＩＰサーバを設置したＩＰネットワーク構成の一実施の形態を
示すブロック図である。
【図９】本発明にかかるＳＩＰサーバによって、オートリダイヤル機能を実現した場合の
一例を示すシーケンス図である。
【図１０】従来のプレゼンス機能を実現するためのシーケンス図である。
【符号の説明】
【００４０】
１　第１のＳＩＰサーバ
２　第２のＳＩＰサーバ
１１　ＳＩＰ端末
１２　ＳＩＰ端末
１３　ＳＩＰ端末
２０　プレゼンスサーバ
２１　ＳＩＰ端末リスト
２２　リダイヤル機能
２３　タイマ制御機能
２４　ＳＩＰサーバ機能
３１　ＳＩＰサーバ
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